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（ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

 

社会福祉施設等施設整備費の国庫補助について 

 

 

 

 標記の国庫補助金の交付については、平成１７年１０月５日厚生労働省発社援第

1005003 号本職通知の別紙｢社会福祉施設等施設整備費国庫補助金交付要綱｣（以下

「交付要綱」という。）により行われているところであるが、今般、交付要綱の一

部が別紙新旧対照表のとおり改正され、令和７年４月１日から適用することとされ

たので通知する。 

 ただし、就労選択支援に係る改正については、令和７年１０月１日から適用する

こととする。 

 



 
 

社会福祉施設等施設整備費補助金交付要綱 新旧対照表 
 

改          正          後 現                   行 

別 紙 

 

社会福祉施設等施設整備費国庫補助金交付要綱 

 

 

第１ （略） 

 

第２ （略） 

 

 （定 義） 

 ２ 第２において「社会福祉施設等」とは、次の表の区分ごとに掲げる大

分類、中分類及び小分類の施設をいう。 

 

区    分 大 分 類 中 分 類 小 分 類 

 

(1)～(2)（略） 

 

   

 

(3) 障害者総合支

援法第５条第１

項に基づく障害

福祉サービス 

事業（同条第６

項に規定する療

養介護、同条第

７項に規定す 

 

障害福祉サービス

事業所 

 

障害者支援施設 

  

別 紙 

 

社会福祉施設等施設整備費国庫補助金交付要綱 

 

 

第１ （略） 

 

第２ （略） 

 

 （定 義） 

 ２ 第２において「社会福祉施設等」とは、次の表の区分ごとに掲げる大

分類、中分類及び小分類の施設をいう。 

 

区    分 大 分 類 中 分 類 小 分 類 

 

(1)～(2)（略） 

 

   

 

(3) 障害者総合支

援法第５条第１

項に基づく障害

福祉サービス 

事業（同条第６

項に規定する療

養介護、同条第

７項に規定す 

 

障害福祉サービス

事業所 

 

障害者支援施設 

  

（別紙） 



 
 

改          正          後 現                   行 

る生活介護、同

条第１２項に規

定する自立訓

練、同条第１４ 

項に規定する就

労移行支援若し

くは同条第１５

項に規定する 

就労継続支援に

限る。）を行う

施設（以下｢障

害福祉サービス

事 業 所 ｣ と い 

う。）並びに同

条第１１項に規

定する障害者支

援施設 

 

 

(4) 障害者総合支

援法第５条第２

項に規定する居

宅介護、同条第

３項に規定する

重度訪問介護、

同条第４項に規

定する同行援

護、同条第５項

 

居宅介護事業所 

重度訪問介護事業

所 

同行援護事業所 

行動援護事業所 

（以下「居宅介護

事 業 所 」 と い

う。） 

 

  

る生活介護、同

条第１２項に規

定する自立訓

練、同条第１３ 

項に規定する就

労移行支援若し

くは同条第１４

項に規定する 

就労継続支援に

限る。）を行う

施設（以下｢障

害福祉サービス

事 業 所 ｣ と い 

う。）並びに同

条第１１項に規

定する障害者支

援施設 

 

 

(4) 障害者総合支

援法第５条第２

項に規定する居

宅介護、同条第

３項に規定する

重度訪問介護、

同条第４項に規

定する同行援

護、同条第５項

 

居宅介護事業所 

重度訪問介護事業

所 

同行援護事業所 

行動援護事業所 

（以下「居宅介護

事 業 所 」 と い

う。） 

 

  



 
 

改          正          後 現                   行 

に規定する行動

援護（以下「居

宅介護」とい

う。）、同条第

８項に規定する

短期入所、同条

第１３項に規定

する就労選択支

援、同条第１６

項に規定する就

労定着支援、同

条第１７項に規

定する自立生活

援助、同条第１

８項に規定する

共同生活援助及

び同条第１９項

に規定する相談

支援を行う事業

所 

 

短期入所事業所 

就労選択支援事業

所 

就労定着支援事業

所 

自立生活援助事業

所 

共同生活援助事業

所 

相談支援事業所 

 

(5) （略） 

 

   

 

(6) 障害者総合支

援法第５条第２

９項に基づく福

 

福祉ホーム 

  

に規定する行動

援護（以下「居

宅介護」とい

う。）、同条第

８項に規定する

短期入所、同条

第１５項に規定

する就労定着支

援、同条第１６

項に規定する自

立生活援助、同

条第１７項に規

定する共同生活

援助及び同条第

１８項に規定す

る相談支援を行

う事業所 

 

 

 

 

短期入所事業所 

 

 

就労定着支援事業

所 

自立生活援助事業

所 

共同生活援助事業

所 

相談支援事業所 

 

(5) （略） 

 

   

 

(6) 障害者総合支

援法第５条第２

８項に基づく福

 

福祉ホーム 

  



 
 

改          正          後 現                   行 

祉ホーム 

 

 

(7)～(11)（略） 

 

   

 
 

 ３ （略） 

 

 （交付の対象） 

 ４ 整備費補助金は、次の事業を交付の対象とする。 

 （１）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等

により③欄に定める設置者が設置する施設に係る施設整備事業に対

し、④欄に定める補助根拠等により⑤欄に定める補助者が行う補助事

業 

 

①施設の

種類 

 

 

 

②設置根

拠等 

 

 

 

③設置者 

 

 

 

④補助根

拠等 

 

 

⑤補助者 

 

 

 

⑥県補 

 助率 

 

 

⑦国庫

補助 

率 

 

(1)～(3) 

（略） 

 

      

 

(4) 居宅

介護事

業所、

 

障害者総

合支援法

第７９条

 

社会福祉法

人等 

 

予算措置 

 

都道府県

又は指定

都市若し

 

３／４ 

 

２／３ 

祉ホーム 

 

 

(7)～(11)（略） 

 

   

 
 

 ３ （略） 

 

 （交付の対象） 

 ４ 整備費補助金は、次の事業を交付の対象とする。 

 （１）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等

により③欄に定める設置者が設置する施設に係る施設整備事業に対

し、④欄に定める補助根拠等により⑤欄に定める補助者が行う補助事

業 

 

①施設の

種類 

 

 

 

②設置根

拠等 

 

 

 

③設置者 

 

 

 

④補助根

拠等 

 

 

⑤補助者 

 

 

 

⑥県補 

 助率 

 

 

⑦国庫

補助 

率 

 

(1)～(3) 

（略） 

 

      

 

(4) 居宅

介護事

業所、

 

障害者総

合支援法

第７９条

 

社会福祉法

人等 

 

予算措置 

 

都道府県

又は指定

都市若し

 

３／４ 

 

２／３ 



 
 

改          正          後 現                   行 

短期入

所事業

所、就

労選択

支援事

業所、

就労定

着支援

事業

所、自

立生活

援助事

業所、

共同生

活援助

事業所

及び相

談支援

事業所 

 

第２項 くは中核

市 

 

(5)～(11) 

（略） 

 

      

 

 （２） （略） 

 

 ５ （略） 

短期入

所事業

所、就

労定着

支援事

業所、

自立生

活援助

事業

所、共

同生活

援助事

業所及

び相談

支援事

業所 

 

 

 

 

第２項 くは中核

市 

 

(5)～(11) 

（略） 

 

      

 

 （２） （略） 

 

 ５ （略） 



 
 

改          正          後 現                   行 

 

 （交付額の算定方法） 

 ６ （略） 

 （１） （略） 

   ア～エ （略） 

   （ア）～（イ） （略） 

   （ウ）地域交流スペースに係る基準額 

     ａ 防災拠点型以外の地域交流スペースの場合（ｂの場合を除

く。）３１，９００千円（初度設備相当を併せて整備する場合

は３３，６００千円） 

     ｂ 防災拠点型以外の地域交流スペースの場合で、かつ、耐震化

等整備又は南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する

特別措置法（平成１４年法律第９２号）第１２条若しくは日本

海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関

する特別措置法（平成１６年法律第２７号）第１１条に基づく

津波避難対策緊急事業計画に掲げる整備を行う場合４４，５８

０千円（初度設備相当を併せて整備する場合は４６，２８０千

円） 

     ｃ 防災拠点型地域交流スペースの場合（ｄの場合を除く。）４

３，３００千円（初度設備相当を併せて整備する場合は４７，

９３０千円） 

     ｄ 防災拠点型地域交流スペースの場合で、かつ、耐震化等整備

又は南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措

置法第１２条若しくは日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係

る地震防災対策の推進に関する特別措置法第１１条に基づく津

波避難対策緊急事業計画に掲げる整備を行う場合、６１，５２

０千円（初度設備相当を併せて整備する場合は６６，１５０千

円） 

   （エ） （略） 

 

 （交付額の算定方法） 

 ６ （略） 

 （１） （略） 

   ア～エ （略） 

   （ア）～（イ） （略） 

   （ウ）地域交流スペースに係る基準額 

     ａ 防災拠点型以外の地域交流スペースの場合（ｂの場合を除

く。）３０，５００千円（初度設備相当を併せて整備する場合

は３２，１３０千円） 

     ｂ 防災拠点型以外の地域交流スペースの場合で、かつ、耐震化

等整備又は南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する

特別措置法（平成１４年法律第９２号）第１２条若しくは日本

海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関

する特別措置法（平成１６年法律第２７号）第１１条に基づく

津波避難対策緊急事業計画に掲げる整備を行う場合４２，５８

０千円（初度設備相当を併せて整備する場合は４４，２１０千

円） 

     ｃ 防災拠点型地域交流スペースの場合（ｄの場合を除く。）４

１，４００千円（初度設備相当を併せて整備する場合は４５，

８３０千円） 

     ｄ 防災拠点型地域交流スペースの場合で、かつ、耐震化等整備

又は南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措

置法第１２条若しくは日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係

る地震防災対策の推進に関する特別措置法第１１条に基づく津

波避難対策緊急事業計画に掲げる整備を行う場合、５８，７６

０千円（初度設備相当を併せて整備する場合は６３，１９０千

円） 

   （エ） （略） 



 
 

改          正          後 現                   行 

 

 （２）～（５） （略） 

 

 ７～１５ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）～（５） （略） 

 

 ７～１５ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

改          正          後 現                   行 

別表１－１ 

算 定 基 準 

 

【保護施設等の場合（３の（１）に掲げる施設）】 

 

創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間社会福祉施設整備 

 

１ 種 目 

 

 

２ 基 準 額 

 

 

３ 対 象 経 費 

 

本体工事費 ア～エ （略） 

オ 積雪寒冷地域（寒冷地

手当支給規則（昭和３９

年総理府令第３３号）別

表に掲げる地域（国家公

務員の寒冷地手当支給地

域）とする。）に所在す

る下記に掲げる対象施設

の体育施設にあっては、

１施設当たり 63,600,000

円を基準額とする。 

  ただし、地震防災緊急

事業五箇年計画に基づい

て実施される事業のう

ち、同法別表第１に掲げ

る社会福祉施設（木造施

設の改築として行う場

合）として行う場合には

１施設当たり 70,600,000

 （略） 

別表１－１ 

算 定 基 準 

 

【保護施設等の場合（３の（１）に掲げる施設）】 

 

創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間社会福祉施設整備 

 

１ 種 目 

 

 

２ 基 準 額 

 

 

３ 対 象 経 費 

 

本体工事費 ア～エ （略） 

オ 積雪寒冷地域（寒冷地

手当支給規則（昭和３９

年総理府令第３３号）別

表に掲げる地域（国家公

務員の寒冷地手当支給地

域）とする。）に所在す

る下記に掲げる対象施設

の体育施設にあっては、

１施設当たり 60,700,000

円を基準額とする。 

  ただし、地震防災緊急

事業五箇年計画に基づい

て実施される事業のう

ち、同法別表第１に掲げ

る社会福祉施設（木造施

設の改築として行う場

合）として行う場合には

１施設当たり 67,500,000

 （略） 



 
 

改          正          後 現                   行 

円を基準額とする。 

  耐震化等整備又は津波

避難対策緊急事業計画に

基づく事業として行う場

合には、「63,600,000」

を 「 84,400,000 」 、

「 70,600,000 」 を

「93,800,000」とそれぞ

れ読み替えて適用する。 

 

〈対象施設〉 

 救護施設、更生施設 

カ （略） 

 

以 下 、 表

（略） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円を基準額とする。 

  耐震化等整備又は津波

避難対策緊急事業計画に

基づく事業として行う場

合には、「60,700,000」

を 「 80,700,000 」 、

「 67,500,000 」 を

「89,600,000」とそれぞ

れ読み替えて適用する。 

 

〈対象施設〉 

 救護施設、更生施設 

カ （略） 

 

以 下 、 表

（略） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

改          正          後 現                   行 

別表１－２ ～ 別表１－６ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表１－２ ～ 別表１－６ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 




























































